保監第365号
平成20年７月22日
各(介護予防)通所介護事業所 管理者　様
各居宅介護支援事業所 管理者　様

福岡市保健福祉局総務部監査指導課長

(在宅サービス指導係) 　　　

同一通所サービスを２か所以上の事業所から受ける場合の取扱いについて(通知)
　標記の件について，平成18年５月31日付「複数の事業者から同じサービスの提供を受けることの可否について」(福岡市介護保険課通知)で考え方を示しておりましたが，周知徹底のため再度福岡市の考え方及び方針を別紙のとおり通知します。

今後はこれに沿った運用を，お願いします。
(別紙)
平成18年５月31日福岡市保健福祉局介護保険課長通知
改正　平成20年７月22日福岡市保健福祉局監査指導課長通知

同一通所サービスを２か所以上の事業所から受ける場合の取扱いについて
１　主旨
介護予防通所系サービスについては，介護予防ケアマネジメントで設定された利用者の目標の達成を図る観点から，一の事業所において，一月を通じ，個々の利用者の状態や希望に応じた介護予防サービスを提供することが想定されているが，要介護１以上の者が利用する通所系サービスの場合においても，その考え方を整理するもの。
２　考え方

　　サービス提供事業所は，要支援者や要介護者を問わず，個々の利用者の援助目標を設定した個別援助計画を作成し，当該計画に沿ってサービスを提供することから，一のサービスは一の事業者が援助目標を達成できるように，利用者を担当することが望ましいと考える。
　　ただし以下のような場合に，例外的に認める。

３　取扱い方針
　　以下に掲げるいずれかの場合を満たしていること。また，その場合は居宅サービス計画書等に，その必要性を具体的に記録していること。

　(１)　利用者が希望する事業者の利用が現在多い等の理由で，事業者が利用者に対して居宅サービス計画上位置づけられたサービス量(回数，時間など)の提供ができないために，利用者がやむを得ず複数の事業者を利用する場合(この場合，サービス事業者間で個別援助計画の内容を合わせるなどの連携が必要)
(２)　通所系サービス事業者の専門分野(認知症対応とか言語聴覚療法がある事業所など)を踏まえて，利用者に適した事業所を複数選定している場合
(３)　その他，本市が利用者の身体状況等を考慮し必要と判断した場合
　※なお，訪問系サービスについては，この限りではありませんが，安定したサービスの供給や利用者の混乱を避けるという点から考えると，同一サービスに複数の事業者を利用することは，あまり好ましいとはいえません。

４　根拠法令等

(１)　指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準(平成11年３月31日厚生省令第37号)第７章第92条，第97条，第98条及び第99条，第８章第110条，第113条，第114条及び第115条

(２)　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成11年３月31日厚生省令第38号)第１条，第12条及び第13条
(３)　介護制度改革INFO Vol.78(平成18年４月改定関係Ｑ＆Ａ)問13
